
組織における意思決定最適化のための「コレク

ティブ・ディサイドメント」導入戦略コンセプトノー

ト 

1. アテンション・エコノミーの危機とポスト階層型意思決定の必
要性 

現代の組織および民主的コミュニケーションは、過度な対立と意思決定の機能不全という構造的

危機に直面している。注目や関心を集めること自体が直接的な利得を生む「アテンション・エコノ

ミー（関心経済）」の台頭は、本来合意形成を目指すべき対話を、勝敗を競う不毛な政治闘争へと

変貌させた。既存のガバナンスモデルや階層型権限構造の単なる延長では、この構造的病理に

対処することは不可能です。アテンションの争奪戦そのものを回避し、組織全体の知性を結集し

て実行可能な解決策を導き出すための、根本的に新しい意思決定アーキテクチャの導入が戦略

的に不可欠となっている。 

アテンション・エコノミー環境下における競争型コミュニケーションは、過激な発言や不当な挑発、

スキャンダルを著しく誘発しやすい性質を持つ。なぜなら、それらが注目を集め、認知度を高め、

特定支持層を効率的に動員する戦術的手段として機能してしまうからである。この環境下では、

粗暴さや過激な言動が有効な戦術と化し、コミュニケーションの規範や相互信頼という組織・社会

の共通の基盤を破壊する。これに対し、従来の倫理規範の強化や規則による抑制といったアプ

ローチでは根本的解決にならない。個人の誠実さや良識に頼ろうとしても、システム全体のインセ

ンティブ構造が挑発行為に報与する仕組みになっている限り、倫理的振る舞いはシステム上の構

造的不利益を被ることになり、形骸化せざるを得ないためである。 

この構造的課題を明確化するため、従来の代表制・アテンション依存型モデルと、提案するポスト

階層型「コレクティブ・ディサイドメント」モデルの対比を以下に示す。 

比較項目 従来のモデル（代表制・アテン

ション・エコノミー） 
ポスト階層型モデル（コレクティブ・

ディサイドメント） 

インセンティブ構造 注目・知名度の獲得、利権や権

力の保持、特定勢力の動員 
公正かつ社会的に客観的な評価に

対するポイント付与 
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意思決定の決定者 選出された代表者、特定の権力

者、上級幹部 
課題に応じた専門家（提案・評価）

および当事者（最終選択） 

議論の形式（ディ

ベートの有無） 
相手の打倒や自説の擁護を目指

す競争型ディベート 
ディベートを排除し、他者の案を助

けとして高める構造化対話 

アルゴリズムの役割 注目度やスキャンダルを拡散し階

層構造を再現・増幅 
人間の評価・得点・専門性ウェイトを

機械的に集計・計算 

この対比が示す通り、新モデルへの移行は単なるコミュニケーションスタイルの改善にとどまらな

い。代表者を選出して意思決定を全面的に委任する既存のパラダイムから、構成員自らが直接的

に最適解を発見し選択するポスト階層型アプローチへの根本的なパラダイムシフトを意味する。選

ばれた誰かが全員のために決定を下すのではなく、課題に関わる人々自身が解決策を創出し選

択する構造的基盤を整えることが極めて重要となる。 

こうした構造的課題の特定を踏まえ、次にこの限界を克服するための具体的な意思決定モデル

である「オムニクラシー」の基本構造と、その二段階プロセスについて解説する。 

2. 「オムニクラシー（Omnicracy）」における 2 段階コレクティ
ブ・ディサイドメントモデル 

意思決定の質と実効性を大幅に向上させるためには、プロセスの戦略的分離が不可欠である。

「オムニクラシー」では、意思決定プロセスを「解決策の発見（代替案の策定）」と「最終選択」という

2つの明確なフェーズに分割する。この分離により、専門知識に基づくイノベーションの追求と、意
思決定の影響を受ける人々の同意形成および社会的妥当性の確保が両立し、組織全体の納得

感と決定の精度が最大化される。 

本モデルの核となるのは、従来の競争的なディベート（論争）を全面的に排除した構造化対話で

ある。ここでは、相手を打ち負かしたり自説を防衛したりする必要はない。他者の提案は批判の対

象ではなく、自身がより優れた代替案を生み出すための「助け」として機能する。これを実現するた

め、「他者の提案を評価してからでなければ、自身の提案を投稿できない」というルールが厳格に

適用される。 

さらに、システム上のスコアリング構造において、同意・不同意の定量的評価（−5〜−1、+1〜+5）
とは別に、「0点」という評価が定義されている。ここで重要なのは、**「0点」は同意・不同意の尺度
における中間値（中立）ではなく、明確な手続上のサンクション（懲罰的評価）**として機能する点
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である。投稿内容が以下の5つのプロトコル違反のいずれかに該当する場合、絶対的な行政ペナ
ルティとして「0点」が与えられる。 

1.​ 重複（デュプリケーション）: 既に提出されている既存提案と同等の内容を再掲すること。 
2.​ ありきたりな平凡性: 課題解決に寄与しない自明かつ平坦な提案であること。 
3.​ 課題からの脱線: 設定された課題・タスクの範囲から逸脱していること。 
4.​ 複数概念の混同: 1つの提案の中に複数の異なる解決策を併記・結合させること。 
5.​ 著作者の開示: アノニミティ（匿名性）プロトコルを破り、自らの身元や属性を明かすこと。 

この「0点」サンクションにより、ノイズや重複が排除され、探索・対話の質と独立性が厳格に維持さ
れる。 

第 I 段階：専門家による解決策の特定 

第一フェーズでは、該当する課題領域の知識や経験を持つ専門知識保持者（有識者）が、単一

の集約されたコレクティブ・インテリジェンス環境に参加する。参加者は完全に匿名化された状態

で、提出された各提案に対し、不同意であれば「−5〜−1」、同意であれば「+1〜+5」の範囲で評
価を行う。評価を完了した参加者のみが新たな提案を行う権利を得るが、上述の「0点」サンクショ
ンを回避するため、既存の案と重複しないよう精緻な検証を行わなければならない。 

このプロセスの成果物として、評価スコアに基づいて厳密にランク付けされた「評価順代替案リス

ト」が生成される。このリストには、最も高い支持を得た解決策だけでなく、評価が分かれ偏り（分極
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化）が生じている合意・対立の構造も可視化される。専門知識保持者は選択肢の幅と可能性を拓

く役割を果たすが、全員に代わって最終決定を下す権限は持たない。 

第 II 段階：当事者による最終決定 

第二フェーズでは、決定の影響を直接受ける当事者（利害関係者・ステークホルダー）が、第I段
階と全く同一の集合知環境および同一のアルゴリズム集計原則のもとで、絞り込まれた代替案リス

トを評価し、最終的な解決策を選択する。 

ここで参加者に求められるのは、単なる高度な専門知識ではなく「社会的コンピテンシー」である。

これは、提示された決定がコミュニティ全体、声の小さき弱者、さらには将来世代や自然環境（自

ら声を上げられない存在）に及ぼす影響を見極め、多種多様な利害を調整して共通善を導き出

す能力を指す。当事者自身が同一環境内で直接選択を行うことで、代表委任に伴う歪みや意思

決定ツールの断絶が完全に排除される。 

このように、オムニクラシーの2段階モデルは専門性と社会的妥当性を高度に結びつける。次に、
このプロセスに誰がどのように参加し、人間とアルゴリズムがどのように役割を分担するかという運

用の根幹について解説する。 

3. 参加資格の動的決定メカニズムと人間・アルゴリズムの役割分
担 

従来の統治モデルにおける権威主義的な代表者の選定や、知識や責任を問わない無条件の全

員投票は、いずれも意思決定の質を低下させるリスクを孕んでいる。オムニクラシーでは、解決す

べきタスクの性質に応じて参加資格を動的に決定し、人間とアルゴリズムの機能分担を明確に定

義することで、公正さと専門性の高次元での両立を実現する。 

参加権限と専門性ウェイトの判定 

本システムにおける参加権限は、代表者の委任や人事委員会による選考ではなく、タスクに対す

る自己決定型の参加アプローチに基づく。参加希望者が課題に対して十分な準備を備えている

かは、AIが生成する簡易的な知識テストと、過去の活動実績を通じて蓄積された「専門性ウェイト」
によって客観的に評価される。 

新規参加者の参入と質の担保を両立させる具体的なプロセスは以下の通りである。 

●​ 観察者（オブザーバー）としてのスタート: 専門性ウェイトを持たない新規参加者は、まず
「観察者」としてシステムに参加する。 

●​ 評価の実施と整合性の検証: 観察者は既存の提案に対する評価を行う。この評価内容
が、既に実績のある経験豊富な参加者たちの評価傾向とどの程度一致しているかが機械

的に分析される。 
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●​ ウェイトの付与と提案権の獲得: 評価の整合性が認められると、参加者の専門性ウェイト
（影響力）が高まる。一定のウェイトに達した段階で、単なる評価にとどまらず、自ら新しい

代替案を投稿する権利が与えられる。 

この仕組みにより、門戸を広く開いたオープンな参加を維持しながらも、意思決定の質が単なる発

言権の形式的平等によって損なわれるのを防ぐ。 

人間とアルゴリズムの厳格な機能分離 

システム構築にあたっては、「評価を行うのは人間であり、アルゴリズムは集計のみを行う」という厳

格な機能分離の原則が徹底される。それぞれの機能は以下のように明確に区別される。 

1.​ プロトコル（Protocol）: 参加者同士の相互作用、インセンティブ、報酬、サンクション（0点
ペナルティ等）に関する共通規則を規定する。 

2.​ 人間（Humans）: 価値判断を行い、提案を吟味・評価し、コレクティブ・ウィズダム（集合的
叡智）を創出する。 

3.​ アルゴリズム（Algorithm）: 人間の評価データ、個人のポイント、専門性ウェイトの影響度
を機械的に計算・集計する。客観的真実の決定、真偽の判定、人間の意図や行動パター

ンの解析などの主観的判断には一切関与しない。 

アルゴリズムは人間による意思決定を精緻に補佐・計算するためのインフラに過ぎず、人間の意

思判断そのものを代替することはない。 

参加構造とシステムの役割分担が整理されたことで、次に、参加者の個人の行動を組織全体の最

適解へと導くインセンティブ構造の理論的核である「逆囚人のジレンマ」のメカニズムへ議論を深

める。 

4. 「逆囚人のジレンマ」とカント的倫理に基づくインセンティブ設
計 

ガバナンス設計における最も深刻な挑戦は、「個人の利己的なインセンティブ（私益）」と「組織・コ

ミュニティ全体の利益（共通善）」をいかに構造的に一致させるかという点にある。コレクティブ・ディ

サイドメントは、ゲーム理論と倫理学の高度な融合によってこの難題を解決する。 

「逆囚人のジレンマ」のメカニズム解明 

古典的な「囚人のジレンマ」では、各自が個人の利益を追求して合理的に行動した結果、全体と

しては最悪の結果（損害）が引き起こされる。アテンション・エコノミーにおける過激発言の泥沼化

もこの一種である。 

これに対し、コレクティブ・ディサイドメントが導入するのが「逆囚人のジレンマ」と呼ばれるインセン

ティブ構造である。本システムでは、「自らの評価が、独立して形成される全体の客観的評価に近
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None‎

ければ近いほど、個人に付与されるポイント（個人利得）が高くなる」というプロトコルが組み込まれ

ている。これにより、個人が最大のポイントを獲得しようと利己的に行動すればするほど、偏見や個

人的情実を排し、共通善に叶う公正かつ客観的な評価を行わざるを得なくなる。私益の追求がそ

のまま全体最適へと直結する画期的なメカニズムである。 

カント的定言命法とエマージェンシー（創発） 

このインセンティブ構造を支えているのが、他者の投票傾向を事前に知ることができない完全な

「無記名（アノニミティ）環境」である。参加者は他者と口裏を合わせたり、派閥の意向に迎合したり

することができない。その結果、参加者はイマニュエル・カントの「カントの定言命法」——すなわ
ち、「自らの評価基準が、あたかも普遍的な法則となり得るかのように判断せよ」という倫理的力学

に直面する。他人の動きが読めない以上、自らが普遍的に正しいと信じる基準で公正に判断する

ことが、自身のポイントを最大化する最も確実な戦略となるためである。 

 

[無記名環境における個人の評価] 

   │ 

   ├─ 他者の意図の予測不可（迎合・談合・党派的ロイヤリティの排除） 

   ├─ カントの定言命法に基づく自律的・公正な判断 
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   │ 

   ▼ 

[評価の共鳴（Resonance）] 

   │ 

   ▼ 

[主観間性（Intersubjectivity）から客観性への昇華] 

   │ 

   ▼ 

【コレクティブ・ウィズダムの創発（Emergence）】 

このプロセスは、「将来生じる不確定な事実の的中を競う」予測市場（Prediction Markets）とは
根本的に異なる。本モデルには、あらかじめ予測すべきあらかじめ決まった未来の事象が存在す

るわけではない。アノニミティによって党派的ロイヤリティや無用の社会的圧力から解放された

個々人が、客観的・社会的責任を持って評価を下し、それらが「共鳴（resonance）」を起こすこと
で、主観間性（intersubjectivity）が客観性へと昇華する。その結果として、誰一人として事前に
予測し得なかった質の高いコレクティブ・ウィズダムが創発（emerge）するのである。 

このように、心理的・倫理的インセンティブが完全に合致するモデルを構築した上で、最後に、こ

の理論を実際の組織やコミュニティへ適用するための実装フレームワークと継続的運用手法につ

いて論じる。 

5. 組織・コミュニティにおける実装戦略と持続的再評価プロセス 

コレクティブ・ディサイドメントおよびオムニクラシーの理論は、国家レベルの大規模な制度改革を

待つことなく、企業、自治体、オンラインコミュニティといった多様な組織体において即座に実践・

適用が可能である。組織のアジリティ（柔軟性）を高め、変化に強いガバナンスを構築するための

戦略的ロードマップを以下に提示する。 

実効的適用領域とインフラストラクチャ 

オムニクラシーは、組織における主要な意思決定フェーズのほぼすべてに適用可能である。具体

的な適用領域および活用方法を下表にまとめる。 
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適用領域 具体的な適用内容・活用方法 

資金分配・予算編

成 
優先すべきプロジェクトや投資先を専門知識保持者が抽出・評価し、当

事者が配分率を決定する。 

実行者の選定 課題解決に最適な実行チームや担当者の選定プロセスに適用し、客観

性と納得感を担保する。 

プロジェクト統制・

監査 
進行中の施策の評価や方向修正、統制の基準設定をコレクティブ・ディ

サイドメントで実施する。 

これらの実践を可能にする具体的なインフラストラクチャおよびプロジェクトカタログとして、「

METACONプロジェクトカタログ（metacon.lt）」や「omnicracy.net」が存在しており、既存の組織
はこれらの基盤を活用して同一環境下での実証運用を速やかに開始することができる。 

動的・継続的な意思決定サイクル（反復性） 

オムニクラシーの重要な前提は、「現在の環境における最高のアプローチが、将来にわたって永

久に最高であり続けるわけではない」という認識である。状況の変化に応じて最適な解は常に変

化する。そのため、固定された任期やあらかじめ決められた年間スケジュールだけに縛られる運

用は排除される。 

本モデルでは、一度決定された施策であっても、一定規模のグループの賛同・要求があれば、同

一のコレクティブ・インテリジェンス環境内でいつでも課題をオープンし直し、再び2段階のディサ
イドメント・プロセスを実行できる「再評価メカニズム」を備えている。決定と実行の責任は明確に保

たれつつも、環境変化に即座に適応できる学習型組織のフィードバックループが実現する。 

戦略的結論 

アテンション・エコノミーがもたらす不毛な対立を乗り越え、組織の実行力を極大化させる鍵は、単

なる「発言権の形式的平等」を与えることではない。重要なのは、厳格なプロトコルによってインセ

ンティブを再設計し、人間が本来持つ知性と社会的妥当性を引き出す「共創的な意思決定アー

キテクチャ」へ移行することである。 

オムニクラシーの導入により、組織は「アテンションを奪い合う政治闘争」から脱却し、専門性と当

事者意識が調和した「連続的な課題解決システム」へと進化を遂げることが可能となる。 
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